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最近の県内経済情勢 

― 平成１９年１１月分 ― 

平成１９年１２月 

産業政策課 

１ 経済概況 
 
 

県内経済をみると、企業の生産活動は強弱を伴いながらも高水準

にあり、収益も改善してきている。また、雇用環境はばらつきがみられ

るものの改善基調にあり、個人所得や消費活動も持ち直しの傾向が

続いている。 

しかし、企業部門の業況感や設備投資には一部に弱い動きがみら

れ、業種間や地域間には格差が見受けられる。 

このように県内経済は、力強さに欠けるところがあるものの、全体と

しては緩やかな回復基調が続いている。 

 

（前月の表現と変更なし） 

（１） 我が国経済 

 

景気は、一部に弱さがみられるものの、回復している。 

 

○ 企業収益は、改善に足踏みがみられる。設備投資は、緩やかに増加している。  

○ 雇用情勢は、厳しさが残るなかで、このところ改善に足踏みがみられる。  

○ 個人消費は、おおむね横ばいとなっている。 

○ 住宅建設は、下げ止まりつつあるものの、依然として低い水準にある。 

○ 輸出は、増加している。生産は、緩やかに増加している。 

 

先行きについては、企業部門が底堅く推移し、景気回復が続くと期待される。一方、サブプ

ライム住宅ローン問題を背景とする金融資本市場の変動や原油価格の動向が内外経済に与

える影響等には留意する必要がある。 

～ 内閣府「月例経済報告」（平成１９年１２月１８日）から ～ 

 

（２） 県内経済 

① 主要経済指標 

個人消費については、百貨店販売額（１０月）が前年同月比４．８％減少したほか、スーパ

ー販売額（１０月）も同３．６％減少している。一方、乗用車販売台数（１０月）は前年同月比１０．

９％増加している。 

住宅着工戸数（１０月）は、改正建築基準法施行の影響から、前年同月比３８．６％減と大
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幅に減少している。また、公共工事（１１月）は、請負件数が同３．８％増加したものの、請負金

額は同１６．１％減少している。 

県内税関を通じた輸出額（１０月）は、前年同月比３６．６％増加したほか、輸入額（１０月）も

同１３．８％増加している。 

電力需要（１０月）は、前年同月と比べ、大口電力が１４．１％増加したほか、全体の総需要

量も１０．８％増加している。 

企業の生産面では、鉱工業生産指数（１０月）は、１１０．９で、前月比で０．５％上昇したほ

か、前年同月比でも１．５％上昇している。 

雇用・所得面では、有効求人倍率（１０月）は、０．８５倍で、前月と比べ０．０１ポイント上昇し

たものの、前年同月比は０．０３ポイント低下している。一方、製造業の所定外労働時間（１０

月）は、前年同月比７．０％増加しているほか、常用労働者一人平均月間現金給与総額（１０

月）も、名目で同０．４％増加している。また、推計常用労働者数（１０月末）も、前年同月比０．

１％増加している。 

企業倒産（１１月）は、件数は１４件と、前月と同水準であったものの、負債総額は１４億３，０

００万円と、前月より１２億９，３００万円減少している。一方、前年同月比では、件数で６件増加

したほか、負債総額で３億７，７００万円増加している。 

物価（松山市）の動向は、消費者物価指数（１０月）が、前月比で０．１％上昇したほか、前

年同月比でも０．１％上昇している。 

日本銀行松山支店が１９年１２月に実施した｢全国企業短期経済観測調査（愛媛県分）｣に

よると、企業の業況判断Ｄ．I．は、前回調査（１９年９月）に比べ、非製造業で「悪い」超幅が幾

分拡大（▲１９→▲２０）したものの、製造業で「良い」超幅が前回調査と同水準（５→５）であっ

たことから、全産業でも前回調査と同水準の「悪い」超（▲１０→▲１０）となっている。また、先

行き（２０年３月まで）については、非製造業で足もとと同水準の「悪い」超となるものの、製造

業では「良い」超幅が拡大することから、全産業では改善する見通しである。 

経常利益については、１８年度は、前年度に比べ、製造業で１５．２％、非製造業で６．７％

の増益となり、全産業では１４．０％の増益となっている。また、１９年度は、非製造業は減益に

転じるものの、製造業で増益になることから、全産業では７．５％の増益を見込んでいる。 

設備投資については、１８年度は、前年度に比べ、製造業で３．６％増加し、非製造業でも

８．７％増加したことから、全産業で５．１％の増加となっている。１９年度は、非製造業は減少

するものの、製造業は大幅に増加しているため、全産業では３５．４％増加する見込みである。 

なお、日本政策投資銀行松山事務所が１９年６月に実施した「愛媛県民間企業設備投資

動向調査」によると、１９年度は、前年度に比べ、製造業で２１．６％増加するものの、非製造

業で７．１％減少することから、全産業では１１．３％増加する見込みである。 

 
② 主要産業の動向（１９年１０月～１９年１１月） 
〔化   学〕 

原料価格が再び高騰しているものの、製品価格への転嫁も進展し、全体として収益はま

ずまずの状況。しかし、一部の製品では、価格転嫁の遅れが、収益面での不安材料。 

定期修理要因を除いた主要品目の生産状況をみると、アクリロニトリル、カプロラクタム、

ポリ塩化ビニール、ＭＤＩは、内需外需ともに堅調でフル操業を継続。ＭＭＡは、液晶表示
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装置用導光板向けの需要減少から、操業を引き下げ。カラーフィルターの生産も低調。一

方、光学機能性フィルムは需要堅調。 

〔非鉄金属〕 

電気銅は、電線や建設資材向けの需要が堅調で、フル操業。ニッケルは、価格高騰が

続いた影響で需要が鈍化しているほか、原料不足から操業を引き下げ。銅などの非鉄価格

は高値水準を継続しており、収益も好調。 

〔一般機械〕 

産業機械は､自動車用プレスラインなどの需要により､運搬機械は､造船所からの旺盛な

クレーン需要などにより、また､量子機器は､ＰＥＴ用サイクロトロンで国内外の病院からの需

要があり、いずれも好調。機械式駐車場も受注を抱え、高操業。橋梁関連は､受注残により

高めの操業を続けているが､新規受注については減少傾向。農業機械は、国内需要が低

調なことに加え、海外向けも出荷が減少しており、生産は前年を下回る。自動車部品は、供

給先から安定した受注があり、主力のシートカバーや板金部品などで前年を上回る生産。 

〔電気機械〕 

デジタルカメラは、引き続き好調な北米市場の需要に支えられ高操業。デジタルビデオ

カメラも、ハードディスクビデオカメラの出荷が好調を維持。半導体関連は、マイコン、ＡＳＩＣ

とも、パソコン周辺機器向けなどの受注が増加しており、生産好調。電球関係では、自動車

用小型電球で生産を縮小させている。液晶バックライト用放電灯は、液晶テレビ向けを中心

に需要が堅調で、前年を上回る生産。 

〔鉄   工〕 

新居浜・西条地域の中小鉄工は、大手機械メーカーなどの高操業を背景に、機械加工

を中心に一部は半年分以上の受注残を確保し、安定した操業を継続。 

銑鉄鋳物は、建設機械、一般機械などの需要が好調で、高めの操業。 

鉄構は、改正建築基準法の施行に伴い、受注が減少しているものの、駆け込み需要に

よる受注残や、造船関連などの鉄骨加工で需要があり、東予、中予を中心に高めの操業。  

なお、いずれも仕事量は数か月分を確保しているが、受注単価が低めの水準にあり、原

材料等の高騰も続いていることから、生産体制の効率化などにより、収益の改善を図っている。 

〔製   紙〕 

製紙は、概ね需要が好調であるほか、一部の製品では原燃料価格の上昇分を価格転

嫁する動きが広がっている。 

新聞用紙は、広告出稿の伸び悩みから、出荷微減。印刷・情報用紙は、年末商戦へ向

けたチラシ、パンフレットなど、商業印刷向けの需要が堅調で、出荷も高水準。 

また、家庭紙では、主要メーカーの値上げにより、中小メーカーの出荷量が増加。紙加

工・手すき和紙などは需要低迷と製造コストの上昇から、収益面では厳しい状況。 

〔造   船〕 

外航船主体の大手造船所と、近海船主体の中手造船所では、数年分の受注残をかか

え､フル操業を継続｡低船価で受注した船の建造は続いているものの、価格転嫁が進展す

るなか、受注状況も好調を維持していることから、収益面も改善傾向｡ 

内航船主体の小手造船所でも、船舶の老朽化や内航海運の用船料改善に後押しされ、

新造船建造の動きが活発化。 

〔繊   維〕 

化繊・合繊では、ポリエステルやアクリルで、中国製品等と競合する紡績用途を縮小し、

自動車や食品、医療・衛生分野向けに好調な不織布など一部の製品に特化する動きがあ

る。ビニロンフィルムや炭素繊維などの高機能繊維の需要は引き続き堅調。 
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タオルは、国内需要の低迷により、引き続き生産は前年を下回っているほか、輸入製品

も増加傾向。繊維染色・捺染も、タオル製品の売上不振により低操業であることに加え、ボ

イラー燃料の価格上昇などで、さらに厳しい状況。 

縫製は、冬物の追加受注などから生産が上向いているほか、一部の高級品なども売れ

行きが堅調で、まずまずの操業を継続。一方、受注単価は低水準にあり、利益確保が難し

い状況。 

〔陶磁器・瓦〕 

陶磁器は、洋食器の開発など、レパートリーの増加が、生産の減少傾向に歯止め。 

瓦は、防災瓦が堅調なものの、いぶし瓦の需要は減少傾向。燃料ガス等の価格が上昇

するなか、価格転嫁が進まず、収益面では厳しい状況が続く。 

〔食品加工〕 

蒲鉾製品は、販路の拡大等により、じゃこてんの売上が好調。一方、蒲鉾やちくわの需

要は低調で、前年を下回って推移。珍味品は、前年並みの操業となったものの、原料や副

資材などの高騰が続くなか、価格への転嫁が進まず、収益面に不安。削節製品は、駆け込

み需要の反動や、秋冬商材の需要の伸び悩みから、前年を下回る生産。清涼飲料は、缶

製品・ペットボトル製品とも堅調な売れ行き。栗缶詰の生産は、前年を下回った。 

〔運   輸〕 

内航船は、建設資材関連の荷動きが落ち込んでいるものの、鋼材関係は荷動き好調。

油送船も、灯油備蓄が活発化しており、荷動きは上向き。船舶の老朽化と用船料の改善に

より、新造船建造が活発化している。遠洋船・近海船は、中国向けの鋼材の荷動きが好調

なほか、全体の荷動きも活発で、用船料も高水準で推移。 

乗合バスの利用客は、地方路線で厳しい状況が続く。貸切バスは、利用客がやや伸び

悩んだものの、貸切単価は改善傾向。高速バスの利用客は、大阪方面は割安感が強いこ

ともあり堅調に推移しているほか、東京方面、広島方面、徳島方面も安定した需要。なお、

陸運関係は、荷動きの活発化による業況の改善はみられるものの、燃料費の高騰や価格

競争により、収益面は厳しい状況。 
 

③ 総   括 
最近の県内経済をみると、企業の生産活動は、国内外の需要動向や原燃料価格の上昇の

影響から、強弱を伴って推移しているものの、高水準を持続しており、企業収益も改善してきて

いる。また、雇用環境は、地域間や業種間でばらつきがみられるものの、有効求人倍率は引き

続き回復基調にある。 

このような中、個人所得は、企業の好調な業績を反映して、緩やかながらも改善がみられ始

めており、消費活動も、百貨店販売額やスーパー販売額は伸び悩んでいるものの、家電や高

額商品、サービス関連消費などを中心として、持ち直しの傾向が続いている。 

しかし、産業面では、原油価格高騰の影響が幅広い業種へと波及し、収益面での不安材

料となっているほか、過度の価格競争も続いていることから、企業部門の業況感や設備投資に

は一部に弱い動きがみられるなど、業種間に格差が見受けられる。 

また、改正建築基準法施行の影響などにより住宅建設が減少していることから、建築関連

業種を中心に、企業活動への懸念が広がっている。 

このように県内経済は、力強さに欠けるところがあるものの、全体としては緩やかな回復基調

が続いている。 

なお、先行きについては、サブプライム住宅ローン問題に端を発した金融資本市場の動揺

が続いていることから、為替や株価の動向に注意が必要とされるほか、原油価格高騰の影響

が企業の収益や個人消費へ与える影響が懸念される。
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百貨店・スーパー販売額、乗用車登録台数の推移（前年比）
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２ 主要経済指標の動き 
 

（１） 個人消費     百貨店販売額 ４．８％減  スーパー販売額 ３．６％減 

乗用車販売台数 １０．９％増 
 
１９年１０月の県内３百貨店の販売額は、５９億５，７９７万円で、前年同月比４．８％減少し

た。 

品目別にみると、増加したのは、「家電（６２．３％）」、「サービス（２４．５％）」などであり、減

少したのは「身のまわり品（△１４．９％）」、「家具（△１２．５％）」のほか、主力の「婦人服・洋品

（△５．１％）」などとなっている。 

１９年１０月の県内スーパー（１，５００㎡以上）販売額は、１１６億９，３１８万円で、前年同月

比３．６％（店舗調整済（注））減少した。 

品目別にみると、増加したのは、「その他衣料品（８．３％）」であり、減少したのは、「家電製

品（△３７．２％）」、「家庭用品（△１１．３％）」のほか、主力の「飲食料品（△１．１％）」などとな

っている。 

１９年１０月の乗用車販売台数（新車新規

登録台数）は、前年同月と比べ、小型車で５．

８％減少したものの、普通車で４０．７％増加

したことから、全体（１，９３３台）では、１０．

９％増加した。一方、軽乗用車（新車届出

台数）は、前年同月比６．５％減少した。 

これにより、乗用車の新規登録・届出台

数合計（３，２１４台）では、前年同月と比べ３．

２％増加している。 
 
 
（注） 調査月において、当月と前年同月でともに継続して存在する店舗での増減率を算出したもの。 

 

 

 

（２） 住宅・公共投資    住宅着工戸数 ３８．６％減   

公共工事請負件数 ３．８％増   請負金額 １６．１％減 
 

１９年１０月の新設住宅着工戸数は７８０戸で、改正建築基準法施行の影響から前年同月

比３８．６％減と大幅に減少した。 

着工戸数を利用関係別にみると、｢持家｣は３７６戸で前年同月比１５．５％減、｢貸家｣は３６

５戸で同３３．６％減、「分譲住宅」は３５戸で同８７．３％減などとなっている。なお、住宅着工床

面積は７０千㎡で、前年同月比３７．４％減少している。 
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   住宅着工戸数の推移
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　　　公共工事請負金額の推移
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　　輸出入額の推移（前年比）
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また、１９年１１月の公共工事（前払保証取扱分）は、請負件数が６６２件で前年同月比３．

８％増加したものの、請負金額は１２３億５，４００万円で同１６．１％減少した。 

請負金額を主な発注者別に前年同月比でみると、｢国｣では、四国地方整備局や中国四国

農政局で大幅に減少したことから５５．５％減、「独立行政法人等」では、西日本高速道路から

の発注が皆減したことから９４．３％減、｢県｣では、ウエイトの高い土木部や農林水産部などで

増加したことから１２．２％増、｢市町｣では、八幡浜市や西予市などで増加したものの、松山市

や今治市などで減少したことから１９．７％減となっている。 

 

 

（３） 輸出入    輸出金額 ３６．６％増  輸入金額 １３．８％増 
 
県内３税関支署管内（新居浜港、三島港、今治港、松山港、宇和島港、松山空港）の１９

年１０月の輸出額（速報値）は、７１２億５，３００万円で、前年同月と比べて３６．６％増加した。 

主な品目別にみて、前年同月比で増加したのは、「原料別製品（５５．６％）」、「輸送用機器

（４２．２％）」などであり、減少したのは、「電気機器（△１８．５％）」、「一般機械（△４．０％）」と

なっている。なお、地域別では、北米で前年を下回ったものの、アジア、中南米などで前年を

上回っている。 

また、輸入額（速報値）は、８９６億７，７００万

円で、前年同月と比べて１３．８％増加した。 

品目別にみて、前年同月比で増加したのは、

「鉱物性燃料（３０．８％）」、「原料品（４．２％）」

などであり、減少したのは、「電気機器（△５２．

５％）」、「化学製品（△１３．０％）」などとなって

いる。なお、地域別では、北米、大洋州などで

前年を下回ったものの、中南米、中東などで

前年を上回っている。 
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電力需要の推移（前年比）
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   鉱工業生産指数の推移
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（４） 電力需要     総需要 １０．８％増   大口電力 １４．１％増 
 
１９年１０月の電力需要は、総需要量が８５２

百万ｋＷ時で、前年同月と比べ１０．８％増加し

た。 

用途別需要量を前年同月比でみると、一般

家庭用の「電灯」が１４．６％増加したほか、大

工場等向けの｢大口電力｣も１４．１％増加、事

務所ビル・デパート等向けの「業務用電力」も３．

１％増加している。 

 

 

（５） 生  産    鉱工業生産指数 １１０．９ （季節調整済・速報値） 

前月比 ０．５％上昇   前年同月比 １．５％上昇 
 
１９年１０月の鉱工業生産指数は、１１０．９（季節調整済･速報値、平成１２年＝１００）となり、

前月比（季節調整済）で０．５％上昇したほか、前年同月比（原指数）でも１．５％上昇してい

る。 

業種別で前年同月に比べ上昇したのは、

｢非鉄金属（２４．２％）｣、｢石油・石炭製品（１７．

０％）｣、｢窯土製品（１０．２％）｣、｢パルプ･紙

（９．７％）｣、「プラスチック製品（７．３％）」、｢輸

送機械（５．３％）｣、｢鉄鋼（２．６％）｣、｢金属製

品（０．８％）｣であり、低下したのは、｢繊維（△

１０．９％）｣、｢電気機械（△１０．２％）｣、｢鉱業

（△１０．１％）｣、｢一般機械（△５．７％）｣、「そ

の他工業（△５．２％）」、｢化学（△１．７％）｣、

｢食料品･たばこ（△１．３％）｣となっている。 

 

（６） 雇用・所得     有効求人倍率（季節調整値） ０．８５倍 

所定外労働時間（製造業） ７．０％増 

現金給与総額（名目）  ０．４％増 
 

１９年１０月の有効求人倍率は、季節調整値が０．８５倍で、前月と比べ０．０１ポイント上昇し

たものの、実数値は０．８５倍で、前年同月と比べマイナス０．０３ポイントと、５か月連続で前年

を下回った。 

なお、職業安定所別の有効求人倍率（実数値）をみると、新居浜：１．４４倍、今治：１．３５倍、
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　　　　企業倒産の状況
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　　　　常用雇用者数、賃金の推移（前年比）
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四国中央：１．０８倍、西条：０．７７倍、大洲：０．７４倍、松山：０．７１倍、八幡浜：０．７０倍、宇

和島：０．５１倍となっている。 

１９年１０月末の推計常用労働者数（事業

所規模５人以上）は、３８１，３１９人で、前年

同月比０．１％増加している。 

１９年１０月の所定外労働時間（事業所規

模５人以上:製造業）は、１２．６時間で、前

年同月比７．０％増加したほか、産業全体で

も９．５時間で、同０．８％増加している。 

１９年１０月の常用労働者一人平均月間

現金給与総額（事業所規模５人以上）は、２

４８，７６４円となり、名目では前年同月比０．４％増加、実質でも同０．２％増加している。また、

きまって支給する給与（定期給与）は、２４６，４９４円で、名目で前年同月比０．２％増加してい

る。 

きまって支給する給与（名目）を業種別に

みると、前年同月に比べ増加したのは、｢卸

売・小売業（１２．６％）｣、｢情報通信業（１０．

４％）｣、｢複合サービス業（１０．３％）｣、｢運

輸業（７．１％）｣、｢金融･保険業（４．２％）｣

であり、減少したのは、｢サービス業（△５．

２％）｣、「医療・福祉（△４．９％）」、｢建設業

（△４．５％）｣、｢教育・学習支援業（△３．６％）｣、「電気・ガス業（△３．１％）」、｢飲食店・宿泊

業（△２．３％）｣、「製造業（△１．８％）」となっている。 

 

 

（７） 企業倒産    倒産件数  １４件  負債総額  １４億３，０００万円 
 
１９年１１月の企業倒産（負債総額１千万円以上）は、発生件数が１４件、負債総額が１４億

３，０００万円となり、前月比では、件数では同

水準だったものの、負債総額で１２億９，３００

万円減少した。一方、前年同月比では、件数

で６件増加したほか、負債総額で３億７，７００

万円増加している。 

倒産件数の内訳をみると、地域別では、松

山市が６件、西条市が３件など、業種別では、

建設業が８件、サービス業が３件など、原因別
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消費者物価指数(松山市）の推移
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では、既往のしわ寄せが５件、販売不振が４件などとなっている。 

 

 

（８） 物価    消費者物価指数（前月比）  ０．１％上昇 
 

１９年１０月の松山市の消費者物価指数

は、１００．８（平成１７年＝１００）となり、前月

比で０．１％上昇したほか、前年同月比でも

０．１％上昇している。 

費目別にみて、前月に比べ上昇したのは、

「被服及び履物（２．３％）」、「光熱・水道（１．

６％）」などであり、低下したのは、「教養娯楽

（△０．６％）」、「食料（△０．５％）」となってい

る。 
 
【参 考】 
 
〔業況判断D．Ｉ．〕 

                           （「良い」-「悪い」 ％ポイント）        
 １８年 

１２月 
１９年 
３月 

 
６月 
 
９月 
 
１２月 
先行き 
２０年３月まで 

全 産 業 
（▲ １） 
▲  ２ 

 
▲  ７ 

 
▲  ８ 

 
▲ １０ 

 
▲ １０ 

 
▲  ７ 

製 造 業 （ １９） 
１７ 

 
７ 

 
６ 

 
５ 

 
５ 

 
１３ 

 

非製造業 
（▲１４） 
▲ １６ 

 
▲ １７ 

 
▲ １８ 

 
▲ １９ 

 
▲ ２０ 

 
▲ ２０ 

     日本銀行松山支店（H１９．１２．１４発表） 
   （注）資本金２千万円以上の県内企業を対象 
   （調査対象企業の見直しを実施し、１９年３月調査より新ベースの調査対象企業で調査。 
    なお、１８年１２月調査の時点でも新ベースの調査を実施しており、同調査の計数を上段に（ ）で記載） 
   
〔経常利益〕 
                                                              （前年度比 ％） 

  １８ 年 度 
実  績 

１９ 年 度 
計  画 上  期 下  期 

全 産 業 １４．０  ７．５  ３．９ １０．９ 
製 造 業 １５．２ １３．０ １０．１ １６．３  
非製造業 ６．７ ▲２８．１ ▲６４．２ ▲１２．４ 

     日本銀行松山支店（H１９．１２．１４発表） 
   （注）資本金２千万円以上の県内企業を対象 
 
〔設備投資〕 
                                                              （前年度比 ％） 

 
 
 
 
 

 

 （注）日本銀行は、資本金２千万円以上の県内企業による県内外での設備投資を対象 

     日本政策投資銀行は、資本金１億円以上等の県内外の企業による県内での設備投資を対象 

日本銀行松山支店（H１９．１２．１４発表） 日本政策投資銀行（H１９．８．２発表）  
１８ 年 度 
実 績 

１９ 年 度 
計 画 

１８ 年 度 
実 績 

１９ 年 度 
計 画 

全 産 業 ５．１ ３５．４ １５．７ １１．３ 
製造業 ３．６ ４８．０ １７．３ ２１．６  
非製造業 ８．７  ５．９ １３．０ ▲ ７．１ 
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３ 業種別産業事情 
 
（１） 化  学 
～ 全体として高操業で、収益面でもまずまずの状況。 ～ 

 

化学は、原料価格が再び高騰しているものの、価格転嫁は順調に進展していることから、収

益はまずまずの状況で推移している。しかし、原料となるナフサの高騰や為替の変動が、収益

面での不安材料となっている。 

定期修理要因を除いた主要品目の生産状況をみると、アクリロニトリル（アクリル繊維原料）

は、自動車の内装や家電・ＯＡ機器向けの需要が堅調なことから、カプロラクタム（ナイロン繊

維原料）は、ナイロンメーカー向けの需要が好調に推移していることから、ポリ塩化ビニール

（壁紙、床材等）は、建築用資材を中心に県内工場への受託生産が増えていることから、また、

ＭＤＩ（ウレタン原料）は、中国向けの靴など生活関連需要が増加していることから、フル操業

を続けている。 

液晶関連では、ＭＭＡ（メタクリル樹脂；成形材料）が、液晶表示装置用導光板向けの需要

減少から操業を引き下げているほか、カラーフィルターの生産も低調な状況が続いている。一

方、光学機能性フィルムは引き続き堅調な需要がある。 

 

（２） 非鉄金属 

～ 電気銅はフル操業。ニッケルは原料不足から生産調整。 ～ 
 

電気銅は、国内の電線や建設資材向けの需要が堅調に推移しているほか、海外では中国

や台湾、タイからの需要が好調であることから、フル操業を続けている。ニッケルは、価格高騰

が続いた影響から、ステンレス向けなどの需要が鈍化しているほか、原料鉱石の調達不足に

より、操業は前年を下回る状況が続いている。 

精錬に伴い受け取る加工費がやや抑制傾向にあるものの、銅などの非鉄価格は高値水準

を維持しており、収益面は好調に推移している。 

 

（３） 一般機械 

～ 産業機械、運搬機械、量子機器は好調。 

農業機械は、国内外とも出荷が低調で、生産は前年を下回る。 ～ 
 
産業機械は、自動車用プレスラインなどの需要があることから、運搬機械は、造船所からの

クレーン需要などが旺盛であることから、また、量子機器(陽子診断装置等)は、ＰＥＴ用サイク

ロトロンで海外製品との競合がみられるものの、国内外の病院からの需要があることから、いず

れも好調に推移しており、パーキング部門も機械式駐車場の受注を抱え、高操業を続けている。 

橋梁関連は、受注残により高めの操業を続けているものの、公共工事が減少していることな

どから、新規受注については減少傾向が続いている。 

農業機械は、国内向けの需要が低調なことに加え、海外向けも、供給先の在庫調整により

出荷が減少していることから、生産は前年を下回る状況が続いている。 

自動車部品は、プレス部品などが前年を下回る生産となったものの、主力のシートカバーや

板金部品は供給先からの安定した受注があり、前年を上回る生産となった。
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（４） 電気機械 

～ デジカメは引き続き高操業。 
デジタルビデオカメラも出荷好調。 
半導体は受注増加により生産好調。 ～ 

 

デジタルカメラは、引き続き好調な北米需要に支えられて、高操業を続けている。デジタル

ビデオカメラも、ハードディスクビデオカメラの出荷が好調を維持している。 

半導体関連では、マイコン（記憶部と演算制御部が一体となった回路）で、自動車関連の

需要が堅調に推移しているほか、ＡＶ機器やパソコン周辺機器向けの需要も好調で、生産は

前年を上回っている。また、ＡＳＩＣ（特定用途向けＩＣ）も、携帯電話やパソコン周辺機器向け

を中心に、好調な生産を続けている。 

電球関係については、自動車用小形電球が、ＬＥＤ（発光ダイオード）への転換が進んでお

り、生産を縮小させている。液晶バックライト用放電灯は、引き続き液晶テレビ向けを中心に需

要が堅調で、前年を上回る生産となった。 

 

（５） 鉄  工 

～ 高めの操業ながら、受注単価は低めの水準。 ～ 
 

新居浜・西条地域の中小鉄工では、大手機械メーカーなどの高操業を背景に、機械加工

を中心に一部は半年分以上の受注残を確保しているなど、安定した操業を続けている。 

銑鉄鋳物では、自動車部品、農機部品などで引き合いに落ち着きがみられるものの、建設

機械、一般機械などの需要が好調に推移していることから、高めの操業が続いている。 

鉄構については、改正建築基準法の施行に伴い、受注が減少しているものの、施行前の

駆け込み需要による受注残や、造船関連などの鉄骨加工で需要があり、東予、中予を中心に

高めの操業が続いている。 

なお、いずれも、仕事量は数か月分を確保しているものの、受注単価は低めの水準にあり、

原材料等の高騰も続いていることから、利益状況にはやや厳しさが残っており、生産体制の効

率化や事業の選定により、収益性の向上を図っている。 

 

（６） 製  紙 

～ 新聞用紙は、広告出稿の伸び悩みから、出荷減少。 
印刷・情報用紙の出荷は、商業印刷向けが堅調に推移。 ～ 

 

製紙は、概ね需要が好調に推移しているほか、原燃料価格が高騰していることなどを理由

に、一部の製品では価格転嫁の動きが広がっている。 

新聞用紙は、広告出稿の伸び悩みから、出荷がやや減少したものの、印刷・情報用紙は、

年末商戦へ向けたチラシ、パンフレットなど、商業印刷向けの需要が堅調であったことから、出

荷は高水準で推移している。 

また、家庭紙では、主要メーカーが値上げに踏み切ったことを受け、中小メーカーの製品出

荷量が増加している。紙加工、手すき和紙などは、長引く需要の低迷と原油高騰などによる製

造コストの上昇から、収益面は厳しい状況が続いている。 
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（７） 造  船 

～ 大手造船所を中心に高操業。価格転嫁も順調に進展。 ～ 
 

外航船主体の大手造船所と、近海船主体の中手造船所では数年分の受注残をかかえて、

フル操業を続けている。鋼材価格が上昇を続けるなか、低船価で受注した船の建造は続いて

いるものの、価格転嫁は順調に進展しており、受注状況も好調を維持していることから、収益

面も改善傾向にある。また、低船価対策として、建造工程を短縮して、最近の高船価で受注し

た船に取り掛かるなど、採算性の向上にも努めている。 

内航船主体の小手造船所では、船舶の老朽化や内航海運の用船料改善に後押しされ、

新造船の建造へ向けた動きが活発化している。 

一方、修繕については、仕事量は確保しているものの、修繕価格の大幅な改善がみられず、

厳しい状況が続いている。 

 

（８） 繊  維 

ア 化繊・合繊 

～ ポリエステルやアクリルは生産縮小の動き。 

高機能繊維は引き続き好調。 ～ 
 

ポリエステルやアクリルは、中国製品等との競合により利益率の低い状況が続いており、

競合する紡績用途を縮小し、自動車や食品、医療・衛生分野向けで需要が好調な不織

布など一部の製品に特化する動きがみられる。また、液晶ディスプレイ向けのビニロンフィ

ルムや航空機用途向けの炭素繊維など、高機能繊維の需要は引き続き堅調に推移して

いる。 
 
イ タオル、繊維染色・捺染 

～ タオルの不振が繊維染色・捺染に余波。 ～ 
 

タオルは、国内需要の低迷により、引き続き生産は前年を下回って推移しているほか、

中国やベトナムなどからの輸入製品の増加も続いている。一部では、収益確保に向けて、

販路の拡大や新商品の開発といった動きがみられるものの、原油価格の高騰を受けた

加工賃や原料費などの上昇により、状況の改善には至っていない。 

また、繊維染色・捺染も、タオル製品の売上不振により低操業を余儀なくされているほ

か、短納期や小ロット生産対応に、ボイラー燃料と加工薬剤の価格上昇も加わり、厳しい

状況となっている。 
 

ウ 縫  製 
～ 冬物衣料の追加受注などから生産好調。 ～ 

 

縫製は、冬物の追加受注があることに加え、春物の受注も始まったことから、生産が上

向いている。また、一部の高級品なども引き続き堅調な売れ行きであったことから、全体と

してまずまずの操業を続けている。しかし、受注単価は依然低めの水準にあり、小ロット

や短納期の受注が中心となっていることから、利益の確保は難しい状況が続いている。
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（９） 陶磁器・瓦 

～ 陶磁器は、洋食器の開発などが生産の減少傾向に歯止め。 

いぶし瓦の需要は減少傾向。 ～ 
 
陶磁器は、洋食器の開発など、レパートリーの増加が、生産の減少傾向に歯止めをかけて

いる。 

瓦は、防災瓦の需要は堅調なものの、いぶし瓦を用いた新築住宅の減少により、生産は前

年を下回った。産地間の競争により価格転嫁が難しいなかで、燃料ガス・輸送料などのコスト

負担は上昇しており、収益面では厳しい状況が続いている。 

 

（１０） 食品加工 

～ 削節製品は、秋冬商材の需要が伸び悩み。 

清涼飲料は、ペットボトル製品・缶製品とも堅調。 ～ 
  
蒲鉾製品は、販路の拡大等により、じゃこてんの売上が好調だったものの、蒲鉾やちくわの

需要は依然としてやや低調であり、総じて前年を下回って推移している。 

珍味品は、前年並みの生産となったものの、原料や副資材などの高騰が続くなか、価格へ

の転嫁が進まず、収益面に不安が出ている。 

削節製品は、一部の製品で、駆け込み需要の反動により受注量が落ち込んでいるほか、気

温が高めに推移し、秋冬商材の需要が伸び悩んだことから、前年を下回る生産となった。 

清涼飲料は、缶製品・ペットボトル製品とも堅調な売れ行きであったことから、生産は前年を

上回った。栗缶詰は、前年の生産を下回った。 

 

（１１） 運  輸 

～ 内航船は、荷動き好調、用船料も改善が進む。 
遠洋船・近海船は、荷動き活発で、用船料も高水準。 
貸切バスの単価は改善傾向。高速バスは、大阪方面が堅調。 ～  

内航船は、改正建築基準法施行の影響から建設資材関連の荷動きが落ち込んでいるもの

の、造船所向け厚板や自動車向け薄板など、鋼材関係の荷動きが好調であったことから、引

き続き高稼働を続けている。油送船も、灯油備蓄の動きが活発化していることなどから、荷動

きが上向いている。船舶の老朽化が進むなか、用船料の改善に後押しされ、新造船の建造も

活発化している。 

遠洋船・近海船は、中国向けの鋼材の荷動きが好調なほか、全体の荷動きも活発で、用船

料も高水準で推移している。 

乗合バスの利用客は、地方路線で厳しい状況が続いている。貸切バスは、利用客がやや

伸び悩んだものの、貸切単価は改善傾向にある。高速バスの利用客は、大阪方面は割安感

が強いことなどもあって堅調に推移しているほか、東京方面、広島方面、徳島方面も安定した

需要がある。 

なお、陸運関係は、荷動きの活発化により、一部で業況の改善がみられるものの、燃料費

の高騰や価格競争により、収益面では厳しい状況が続いている。 
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参考　主要経済指標

１４年合計

１５年合計

１６年合計

１７年合計

１８年合計

１８年１０月

１１月

１２月

１９年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

　※ 百貨店、スーパー販売額の前年比は、比較可能な店舗に限って算出した店舗調整値であり、単純に一致しない。

１４年合計

１５年合計

１６年合計

１７年合計

１８年合計

１８年１０月

１１月

１２月

１９年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月 4 皆増 35 ▲ 87.3

12.5 40 ▲ 28.6

780 ▲ 38.6 ▲ 35.0 376 ▲ 15.5 365 ▲ 33.6

▲ 14.0 172 ▲ 65.7 9602 ▲ 40.3 ▲ 44.0 381

1 皆増 68 ▲ 20.0

▲ 91.7 49 ▲ 58.5

688 ▲ 22.4 ▲ 43.3 426 ▲ 0.5 193 ▲ 48.4

▲ 32.9 351 1.4 1695 ▲ 24.0 ▲ 23.4 294

23 155.6 176 30.4

皆増 203 480.0

1,224 25.8 6.0 408 ▲ 13.2 617 71.9

▲ 7.4 348 ▲ 19.3 1980 5.6 ▲ 10.7 428

56 皆増 151 ▲ 3.8

皆減 149 20.2

958 ▲ 22.2 ▲ 3.6 389 ▲ 28.6 362 ▲ 31.7

▲ 3.2 311 ▲ 2.2 0879 ▲ 0.5 5.5 419

0 0.0 46 ▲ 48.9

0.0 149 ▲ 27.0

753 ▲ 5.0 ▲ 9.9 359 ▲ 2.4 348 3.9

6.8 379 104.9 0887 22.3 ▲ 0.7 359

1,933 10.9 10.0 5.511,693 ▲ 3.6 ▲ 4.8 ▲ 1.85,958 ▲ 4.8 ▲ 3.4 ▲ 1.6

2,316 ▲ 1.4 ▲ 4.1 ▲ 4.911,282 ▲ 0.8 ▲ 2.6 ▲ 1.54,997 ▲ 5.5 ▲ 3.4 ▲ 2.7

1,692 2.4 1.9 0.812,519 ▲ 2.5 ▲ 3.4 ▲ 0.85,069 ▲ 1.0 ▲ 1.9 1.1

1,928 ▲ 12.6 ▲ 11.7 ▲ 8.612,558 ▲ 3.9 ▲ 5.0 ▲ 3.37,709 ▲ 6.0 ▲ 5.5 ▲ 4.4

1,990 ▲ 15.5 ▲ 13.7 ▲ 9.511,605 ▲ 2.6 ▲ 3.6 ▲ 1.95,733 6.4 6.1 5.1

1,618 ▲ 5.7 ▲ 11.0 ▲ 7.011,695 ▲ 3.1 ▲ 3.7 ▲ 0.95,714 ▲ 3.0 ▲ 2.3 ▲ 0.7

1,539 ▲ 10.9 ▲ 10.5 ▲ 8.611,594 ▲ 1.0 ▲ 2.1 ▲ 2.05,909 ▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 1.4

3,426 ▲ 11.3 ▲ 13.1 ▲ 12.411,642 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.96,527 ▲ 4.9 ▲ 2.7 ▲ 1.5

2,306 ▲ 11.0 ▲ 14.2 ▲ 7.710,148 1.2 1.8 ▲ 0.25,203 ▲ 0.1 0.6 1.5

1,744 ▲ 10.3 ▲ 14.0 ▲ 10.112,500 0.8 0.4 ▲ 0.97,420 ▲ 2.7 ▲ 1.9 0.0

26,063 ▲ 8.7 ▲ 8.7 ▲ 6.8143,061 ▲ 2.1 ▲ 1.7 ▲ 1.677,441 ▲ 2.5 ▲ 2.1 ▲ 0.7

30,158 1.3 3.4 ▲ 0.8148,628 ▲ 3.2 ▲ 2.6 ▲ 4.179,995 ▲ 3.8 ▲ 3.4 ▲ 2.8

▲ 7.2

▲ 6.1

▲ 7.3

▲ 15.5

▲ 10.4

▲ 11.7

▲ 15.7

▲ 3.3

▲ 11.4

1,743

2,033

1,884

▲ 1.4

▲ 1.2

▲ 2.6

▲ 1.7

0.3

▲ 3.1

▲ 1.0

0.7

▲ 2.8

11,669

11,446

15,315

▲ 2.0

▲ 0.3

▲ 2.2

▲ 4.9

1.0

▲ 3.3

▲ 4.1

0.3

▲ 5.0

6,260

6,448

9,226

29,766 ▲ 3.5 ▲ 4.8 1.1154,616 ▲ 3.9 ▲ 2.7 ▲ 3.783,118 ▲ 2.7 ▲ 1.9 ▲ 2.6

売　上　高 前年比

（百万円） （％）

前年比 前年比

（％） （％）

愛　　媛　　県 四　国 全　国

百　　貨　　店　　販　　売　　額 ス　　ー　　パ　　ー　　販　　売　　額

愛　　媛　　県 四　国 全　国

売　上　高 前年比 前年比 前年比

（百万円） （％） （％） （％）

新 車 新 規 登 録 台 数　（乗 用 車）

愛　　媛　　県 四　国 全　国

台　　　数 前年比 前年比 前年比

（台） （％） （％） （％）

85,402 5.8 1.6 ▲ 2.1 155,843 ▲ 2.9 ▲ 2.1 ▲ 2.2 30,841 ▲ 0.1 ▲ 0.8 3.9

前年比
（％） （％）

前年比
（％） （戸） （％） （％）

前年比 戸　　数
（戸） （％） （戸）

前年比 戸　　数 前年比 戸　　数戸　　　数
（戸）

前年比 戸　　数
（戸）

住　　　　　宅　　　　　着　　　　　工　　　　　状　　　　　況

持　　　　　家 貸　　　　　家 給　与　住　宅 分　譲　住　宅

新　設　住　宅　利　用　関　係　別　内　訳　（愛 媛 県）

愛　　　媛　　　県 全　　国

新　設　住　宅　着　工　戸　数

10,442 0.2 ▲ 1.9 5,132

11,287 8.1 0.8 5,077

▲ 5.6 4,922

1.7

33.0 1,231 ▲ 13.2▲ 1.5 3,954 7.0 125

128▲ 1.1 4,830 22.2

79,443 ▲ 0.7 ▲ 1.5 ▲ 0.5 148,370 ▲ 2.2 ▲ 1.3 ▲ 3.6 28,555 ▲ 5.3 ▲ 7.1 ▲ 1.0

1.9 56

2.4 1,252

10,931 ▲ 3.2 2.5 4,795 ▲ 7.5▲ 56.3 1,158

10,893 ▲ 0.3 4.0 4,845 1.0 4,303 ▲ 12.6 57 1.8 1,688 45.8

11,446 5.1 4.4 5,161 6.5 4,659 8.3 37 ▲ 35.1 1,589 ▲ 5.9

1,271 48.1 2.2 445 12.9 550 42.1 0 0.0 276 258.4

902 ▲ 26.9 4.0 411 ▲ 6.4 361 ▲ 38.1 0 0.0 130 ▲ 38.7

929 7.5 10.2 382 5.2 368 37.3 0 0.0 179 ▲ 23.2
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１４年度合計

１５年度合計

１６年度合計

１７年度合計

１８年度合計

１８年１１月

１２月

１９年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１４年合計

１５年合計

１６年合計

１７年合計

１８年合計

１８年１０月

１１月

１２月

１９年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

　※Ｐは速報値。

▲ 25.6 ▲ 14.2 ▲ 5.66,913 ▲ 17.1 ▲ 12.8 ▲ 4.5

公　　共　　工　　事　　請　　負　　件　　数

愛　　　媛　　　県 四　　国 全　　国

9,342

前年比 前年比 前年比

▲ 5.6

公　　　　共　　　　工　　　　事　　　　動　　　　向　　（工 事 保 証 分）
公　　共　　工　　事　　請　　負　　金　　額

四　　国 全　　国

請　負　金　額件　　　　　数

愛　　　媛　　　県

前年比 前年比

2.4

前年比
（百万円） （％）（％） （％）（件） （％） （％） （％）

▲ 7.2267,782 ▲ 5.2 ▲ 8.4

242,626 ▲ 9.4

▲ 8.8

235,508 ▲ 2.9 ▲ 4.7

▲ 14.1

175,153

7,534 ▲ 8.9

6,719 ▲ 10.8

1.734.7 18.3 9,819 2.6594,741 22.3 14.6 820,138

1.820.8 7.3 608,758 21.2

3.5

電　気　量前年比前年比

402,765 20.8 12.1 502,341

（％）

0.2

3.3

0.9

前年比

輸　　　　出　　　　入　　　　状　　　　況
電　　力　　需　　要　　状　　況

輸　　　　　　　　　　出 輸　　　　　　　　　　入

前年比 前年比金　　　額

486,492

22.3

全　　国
前年比

愛　　　媛　　　県 全　　国 愛　　　媛　　　県 全　　国 愛　　　媛　　　県
金　　　額

（百万円） （％） （％） （百万円） （％） （％） （百万kWh） （％）

312,644 12.3 6.4 353,359 ▲ 3.8 ▲ 0.4 9,015 ▲ 0.5

333,470 6.7 4.7 410,583 16.2 5.1 9,029 0.2

10.9

15.7 9,570

▲ 13.7

24.1 13.1 ▲ 3.9

▲ 8.1 ▲ 8.4

▲ 11.18,339

14,727 21.3

10,544 ▲ 41.6

638 1.8

653 ▲ 21.0 ▲ 10.5 4.1

▲ 11.4 ▲ 1.2 5.1 ▲ 5.6

▲ 20.1 ▲ 1.7

52,160 29.0 11.5 78,770 22.3 17.5 769 ▲ 0.5 ▲ 1.7

57,091 5.8 12.1 63,650 3.1 7.6 747 2.0 3.3

48,487 46.6 9.8 75,828 33.0 7.7 811 ▲ 0.4 ▲ 0.0

412 ▲ 43.9 ▲ 36.2 ▲ 4.1 7,789 ▲ 13.8 ▲ 15.9 ▲ 0.9

362 ▲ 43.4 ▲ 32.7 ▲ 15.0 9,616 ▲ 30.0 ▲ 36.8 ▲ 4.6

320 ▲ 46.4 ▲ 26.1 ▲ 7.1 11,450 ▲ 50.8 ▲ 40.6 17.1

167 12.1 ▲ 4.5 8.0 13,803 59.6 ▲ 3.4 1.5

212 35.0 6.3 4.0 8,629 163.8 ▲ 3.5 ▲ 0.4

458 ▲ 5.8 ▲ 12.5 ▲ 7.7 12,251 ▲ 13.2 0.0 ▲ 2.9

542 1.5 ▲ 6.6 ▲ 0.4 14,998 ▲ 0.5 ▲ 8.8 ▲ 4.0

443 ▲ 3.1 ▲ 3.4 ▲ 6.9 13,209 2.8 9.2 ▲ 5.1

526 ▲ 30.5 ▲ 20.7 ▲ 15.1 14,837 ▲ 33.4 ▲ 11.8 ▲ 12.3

600 ▲ 5.4 ▲ 5.2 ▲ 2.5 16,741 ▲ 0.4 ▲ 10.6 ▲ 3.2

662 3.8 11.4 2.2 12,354 ▲ 16.1 ▲ 4.8 ▲ 4.3

69,656 59.1 19.0 78,457 2.7 10.3 900 ▲ 1.7 ▲ 3.3

47,400 ▲ 10.3 9.7 66,722 27.0 10.2 825 1.4 ▲ 1.4

75,200 20.4 10.3 88,237 33.2 0.2 813 ▲ 1.0 ▲ 0.1

57,392 57.4 8.2 80,550 ▲ 3.3 3.5 778 ▲ 0.6 ▲ 0.5

52,876 ▲ 1.2 15.1 84,314 7.7 15.6 778 2.2 2.7

52,531 14.4 16.2 87,018 28.5 10.8 785 4.7 2.6

79,320 2.2倍 11.7 124,439 3.2倍 16.9 838 0.5 ▲ 0.9

56,564 16.2 14.5 92,798 43.6 5.8 965 1.7 2.0

67,394 16.6 6.5 87,631 17.8 ▲ 3.2 956 10.5 3.9

Ｐ71,253 Ｐ36.6 Ｐ13.9 Ｐ89,677 Ｐ13.8 Ｐ8.6 852 10.8 5.5

5,559 ▲ 19.6 ▲ 19.1 ▲ 5.4 147,156 ▲ 16.0 ▲ 15.6 ▲ 5.2
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１４年平均

１５年平均

１６年平均

１７年平均

１８年平均

１８年１０月

１１月

１２月

１９年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

　※ Ｒは確定値、Ｐは速報値。　前年比は、原指数による比率。

　※ 数値は、基準年更新のため修正されている。

１４年度平均

１５年度平均

１６年度平均

１７年度平均

１８年度平均

１８年１０月

１１月

１２月

１９年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

　※ 新規学卒を除き、パートタイムを含む。　各公共職業安定所別の数値は実数値。　なお、前年差は、実数値により算出。

0.70 0.51 1.02 ▲ 0.05

▲ 0.04

0.85 0.85 ▲ 0.03 1.08 1.44 0.77 1.35 0.71 0.74

0.67 0.64 0.51 1.051.37 0.81 1.30 0.710.84 0.83 ▲ 0.03 1.17

0.56 0.48 1.06 ▲ 0.02

▲ 0.02

0.86 0.83 ▲ 0.01 1.19 1.38 0.80 1.32 0.71 0.60

0.57 0.45 0.48 1.071.27 0.81 1.27 0.700.87 0.79 ▲ 0.02 1.07

0.48 0.49 1.07 ▲ 0.01

0.00

0.87 0.78 ▲ 0.03 0.88 1.29 0.81 1.22 0.70 0.62

0.66 0.48 0.53 1.061.30 0.87 1.25 0.690.90 0.80 0.00 0.95

0.52 0.58 1.05 0.01

0.01

0.88 0.83 ▲ 0.01 0.89 1.32 0.88 1.18 0.73 0.75

0.95 0.64 0.75 1.031.40 0.99 1.26 0.850.87 0.94 ▲0.01 0.98

0.67 0.75 1.05 0.01

0.03

0.87 0.98 ▲0.02 1.03 1.54 1.07 1.34 0.85 1.06

1.08 0.63 0.75 1.060.89 0.98 ▲ 0.01 0.99 1.54 1.10 1.30 0.86

112.2 4.7

110.3 0.8

Ｐ110.9 Ｐ1.5 Ｐ136.4 111.6 113.3 52.3 Ｐ96.5 Ｐ5.5

111.9 4.4

Ｒ110.3 Ｒ2.0 Ｒ133.0 111.9 112.6 52.4 Ｒ102.1 Ｒ▲2.3

108.1 3.2

108.0 ▲ 2.8 126.4 117.5 107.9 51.3 98.4 ▲ 1.4

108.5 1.1

107.2 ▲ 1.7 124.7 114.3 106.8 51.8 91.2 1.3

107.1 3.8

102.6 ▲ 4.1 120.1 108.4 103.4 50.5 94.8 ▲0.3

107.4 2.2

101.7 ▲ 6.9 115.7 102.2 107.8 51.1 91.8 ▲ 1.3

107.6 2.0

105.7 ▲ 5.5 137.1 103.2 105.1 52.8 86.3 ▲ 2.1

107.9 3.1

107.6 3.3 127.0 110.7 107.4 52.3 96.6 2.3

107.1 4.4

107.8 0.2 131.7 113.9 106.2 56.0 96.5 0.5

108.1 51.7 67.3 1.8102.9 ▲ 5.3 120.6 119.6

0.170.64 0.64 0.52 0.861.21 1.00 1.08 0.64― 0.77 0.09 1.01

5.1109.0 3.0 5.9 109.698.0143.4 102.2 103.6 57.1

0.071.10 0.75 0.76 1.071.69 1.09 1.34 0.840.90 1.00 0.01 0.99

宇和島 全　　　　　国
有　　　　　　効　　　　　　求　　　　　　人　　　　　　倍　　　　　　率

倍　率倍　率
（ポイント）

四国中央 新居浜 西　条 今　治 松　山 大　洲 八幡浜

― 0.63 ▲ 0.02 0.83 0.71 0.60 0.82 0.55 0.67 0.56 0.55 0.56 0.00

倍　　　　　率 前年差 倍　　率

愛　　　　媛　　　　県

倍　率
（季節調整値） （実 数 値） （ポイント）

倍　率 倍　率 倍　率 倍　率

▲ 1.3

3.3

5.5

前 年 比
（％）

倍　率
前年差

（季節調整値）

100.2106.6 63.2 99.8 2.5105.7 4.1 123.9 104.9

104.4 65.9 100.4 2.3101.5 5.5 111.7 99.1

102.3 76.6 101.9 ▲ 1.096.2 ▲ 3.2 96.9 100.6

全　業　種

0.63 0.61 0.57 0.69

92.0

95.0

パルプ・紙 繊　　維 食 料 品 前 年 比
（％）

全　業　種 前 年 比 機　　械 化　　学
（％）

鉱　　工　　業　　生　　産　　指　　数　　（ 平 成 12 年 ＝１００、季 節 調 整 済 ）
愛　　　　　　媛　　　　　　県 四　　国 全　　　　　　国

109.2 ▲ 1.8 141.6 113.5 103.2 58.7 97.8 4.9

103.8 55.6 96.3 4.2108.6 ▲ 3.9 138.0 102.6 108.7 5.2

108.3 7.5

110.9 4.9 144.7 105.8 106.0 57.1 98.5 0.8 101.3 1.1

― 0.68 0.05 0.85 0.84 0.78 0.85 0.59 0.13

0.88 0.88 0.02 0.96 1.46 1.02 1.11 0.77 0.90 0.73 0.62 1.07 0.10

0.89 0.92 0.02 0.84 1.47 0.97 1.22 0.82 0.081.04 0.76 0.63 1.07

― 0.86 0.09 1.07 1.36 1.16 1.15 0.71 0.120.66 0.72 0.59 0.98

108.4 ▲ 2.3 136.3 108.0 106.2 4.8105.8 57.7 98.3 4.2

― 0.88 0.02 0.98 1.41 1.05 1.20 0.77 0.080.87 0.59 0.62 1.06
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１６年平均

１７年平均

１８年平均

１８年１０月

１１月

１２月

１９年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

　※ 前年比は、平成１７年を１００とした指数を用いて算出しており、単純に一致しない。なお、Ｐは速報値。

　※ 数値は、調査事業所の抽出替えに伴うギャップ等の修正で、過去に遡って改訂されている。

１４年合計

１５年合計

１６年合計

１７年合計

１８年合計

１８年１１月

１２月

１９年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

　※ 負債総額１，０００万円以上の倒産。

307,648 ▲ 2.1 334,910 0.6384,999 1.2 43,094 0.514.0 ▲ 26.5 15.8 ▲ 0.3

248,764 0.4 275,294 ▲ 0.1381,319 0.1 44,571 1.712.6 7.0 17.0 ▲ 0.6

245,192 ▲ 1.1 273,008 ▲ 0.6381,101 0.5 44,499 1.711.4 ▲ 5.1 16.5 ▲ 1.7

274,705 6.0 284,336 0.6378,166 ▲ 1.0 44,467 1.611.3 2.9 15.8 ▲ 1.8

335,639 ▲ 4.8 387,373 ▲ 1.7376,178 ▲ 1.4 44,515 1.710.7 ▲ 9.7 16.5 ▲ 1.1

392,109 3.1 465,730 ▲ 0.9377,810 ▲ 1.5 44,453 1.810.7 ▲ 5.9 16.3 0.1

248,081 1.4 275,148 ▲ 0.2378,404 ▲ 1.0 44,284 1.711.0 ▲ 6.6 15.5 ▲ 0.5

251,977 ▲ 0.2 279,395 ▲ 0.2378,410 ▲ 1.5 44,148 1.612.2 1.5 17.1 0.7

261,635 5.6 281,922 ▲ 0.1374,952 ▲ 2.2 43,512 1.512.0 ▲ 2.0 17.2 0.7

247,398 1.0 270,986 ▲ 1.0375,062 ▲ 1.8 43,640 1.611.9 ▲ 1.4 17.0 1.2

255,244 0.4 277,738 ▲ 1.2379,153 ▲ 1.1 43,734 1.611.1 ▲ 5.0 15.3 0.7

456

8 1,053

9 3,410 379 1,109

1,091 441,638 405

0.6 613,774 ▲ 0.115.9 ▲ 2.4 17.3 3.0 382,288 ▲ 0.3

（千人）

161 75,576

愛　　媛　　県

（人） （％）

企　　　　　　業　　　　　　倒　　　　　　産　　　　　　状　　　　　　況

（％）

572

16,255 11,581,841 713

92 15,913

7,817,675127 23,453 185 13,679

415

12,998 6,703,458 516

5,500,583102 29,417 288 13,245

43,866 1.4

173

469

528,069

労働者数 前年比 金　　額 前年比労働者数 前年比

負 債 金 額　　Ｄ

（ｈ） （％） （ｈ） （％）
時　　間 前年比時　　間 前年比

常　用　労　働　者　の　１　人　平　均

月 間 所 定 外 労 働 時 間　（製造業）
常　　用　　労　　働　　者　　数

愛　　媛　　県 全　　　　国 全　　　　国

常　用　労　働　者　の　１　人　平　均

月    間    現    金    給    与    総    額
愛　　媛　　県 全　　　　国

金　　額 前年比
（円） （％） （円） （％）

件　　数　　Ａ

愛　　　　　　媛　　　　　　県 全　　　　　　　　　　　　　国

件　　数　　Ｃ １件当たりの金額負 債 金 額　　Ｂ １件当たりの金額
Ｄ／Ｃ　（百万円）（百万円） Ｂ／Ａ　（百万円）（件） （件） （百万円）

13,782,431 722169 44,468 263 19,087

14.6 - 15.8 7.3 377,205 - 42,831 0.6 311,687 - 332,784 ▲ 0.7

15.1 5.7 17.0 4.3 0.0380,603 ▲ 0.8 43,813 1.4

16.4 9.5 17.4 4.8 381,351 ▲ 0.6 43,804 1.3 261,161 0.8 292,867 0.2

251,398 ▲ 3.4 278,061

15.3 9.3 16.5 4.5 0.3382,134 ▲ 0.7 43,534 1.0

488,698

296,594 ▲ 3.6 335,774

386 1,091

505,522

573,630

132

1,247

526

6 602 100 1,102 289,510 263

7 2,700

392

11 1,161 106 1,121 616,313 550

7 102,250 14,607

8 1,075 134 1,310

349,775 288

15 7,374 492 1,185

368,556 281

315,248 266

870,471 724

10 3,049

20 11,504 575 1,203

305 1,215

11 2,434 221 1,047

492,568 406

14 2,723 195 1,260

460,611 440

461,262 366

14 1,430 102 1,213
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１４年平均

１５年平均

１６年平均

１７年平均

１８年平均

１８年１０月

１１月

１２月

１９年　１月

２月

３月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

▲ 0.2

100.8 0.1 0.1 100.9 0.2 0.4 100.9 0.3 0.3

0.2 0.0 100.6 0.0100.7 0.5 ▲ 0.2 100.7

0.0

100.2 0.3 ▲ 0.7 100.5 0.5 0.0 100.6 0.5 ▲ 0.2

▲ 0.1 0.0 100.1 ▲ 0.199.9 ▲ 0.6 ▲ 0.1 100.0

0.0

100.5 0.1 0.2 100.1 ▲ 0.2 ▲ 0.2 100.2 ▲ 0.2 ▲ 0.2

0.4 ▲ 0.1 100.4 0.3100.4 0.5 0.0 100.3

▲ 0.1

99.9 0.5 0.0 99.9 0.2 ▲ 0.1 100.1 0.3 0.0

0.3 ▲ 0.1 99.8 0.399.4 0.4 ▲ 0.1 99.7

0.0

99.0 ▲ 0.8 0.2 99.4 ▲ 0.5 ▲ 0.1 99.5 ▲ 0.5 ▲ 0.2

0.0 0.0 100.0 ▲ 0.299.8 ▲ 0.6 0.0 99.9

0.4▲ 0.2 0.2 100.6 ▲ 0.2100.7 ▲ 0.2 0.3 100.5

100.4 ▲ 0.3 0.3 100.0 ▲ 0.5 0.2 100.1 ▲ 0.5 0.3

100.4 ― ▲ 0.1 99.7

99.9 ▲ 0.1 0.1100.4 0.0 0.3

▲ 0.7 100.6

100.3 ―

― 0.0 100.3

― ▲ 0.4

100.2 ― 0.2

全　　　　　　　　　　国四　　　　　　　　　　国
消　　　　費　　　　者　　　　物　　　　価　　　　指　　　　数　　（平成１７年＝１００）

前 年 比
指　　　　数

（％）

▲ 0.2100.5 ―

松　　　　　山　　　　　市

―

100.0

0.1 ―99.7

―▲ 0.6 99.9100.4

指　　　　数
前 月 比
（％）

前 年 比
（％）（％）

前 月 比

100.0 ― 0.3 100.0

指　　　　数
前 月 比 前 年 比
（％） （％）

▲ 0.3

― ▲ 0.9

0.0

― ▲ 0.3

―

― 0.3

0.1 0.3100.2

100.1 ― 0.1 100.3

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料出所】 

○ 百貨店販売額……中国四国百貨店協会、四国経済産業局、経済産業省 
○ スーパー販売額……四国経済産業局、経済産業省 
○ 新車新規登録台数……四国運輸局、(社)日本自動車販売協会連合会 
○ 新設住宅着工戸数……国土交通省 
○ 公共工事動向……西日本建設業保証(株) 
○ 輸出入状況……神戸税関 
○ 電力需要状況……四国電力(株)、資源エネルギー庁 
○ 鉱工業生産指数……県統計課、四国経済産業局、経済産業省 
○ 有効求人倍率……愛媛労働局、厚生労働省 
○ 常用労働者１人平均月間所定外労働時間……県統計課、厚生労働省 
○ 常用労働者数……県統計課、厚生労働省 
○ 常用労働者１人平均月間現金給与総額……県統計課、厚生労働省 
○ 企業倒産状況……(株)東京商工リサーチ 
○ 消費者物価指数……総務省 

 


